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（仮称）新南部工場施設整備・運営事業 実施方針 変更対照表 

 

平成２２年１０月２０日 

 

（仮称）新南部工場施設整備・運営事業 実施方針（平成２２年５月１８日策定）

を，次のとおり変更します。（表中の下線部分が変更箇所） 

変更後 変更前 

Ⅰ．用語定義 

構 成 員：応募グループに参加する企業

のうち，運営事業者に出資す

る企業をいう。 

 

 

協力企業：応募グループに参加する企業

のうち，運営事業者に出資し

ない企業をいう。 

 

Ⅱ．特定事業の選定に関する事項 

１．事業内容 

（２）対象となる公共施設等の種類 

供用開始 平成 28 年 4 月 1 日 

（５）事業概要 

［6 行目］ 

さらに，落札者は，運営事業者を設立

し，25 年間の運営期間にわたって，本

施設の運営業務を行う。 

① 事業期間 

・建設期間：事業契約締結日の翌日

（平成 23 年 9 月予定）から平成 28

年 3 月 31 日までの約 4 年 6 ヶ月間

（試運転期間を含む） 

・運営期間：平成 28 年 4 月 1 日から

平成 53 年 3 月 31 日までの 25 年間

（７）事業スケジュール（予定） 

⑤ 入札公告関連資料（案）の公表 平

成 22 年 9 月 29 日 

⑥ 対面的対話の実施 平成 22 年 10 月

4 日・5 日 

⑦ 実施方針（変更版）の公表 平成 22

Ⅰ．用語定義 

構 成 員：応募グループに参加する企業

のうち，本施設の運営業務を

担当するために設立される特

別目的会社に出資する企業を

いう。 

協力企業：応募グループに参加する企業

のうち，特別目的会社に出資

しない企業をいう。 

 

Ⅱ．特定事業の選定に関する事項 

１．事業内容 

（２）対象となる公共施設等の種類 

供用開始 平成 28 年 4 月（予定）

（５）事業概要 

［6 行目］ 

さらに，落札者は，特別目的会社を設

立し，25 年間の運営期間にわたって，

本施設の運営業務を行う。 

① 事業期間 

・建設期間：契約締結（平成 23 年 9

月予定）から平成 28 年 3 月末まで

の約 4 年 6 ヶ月間（試運転期間を

含む） 

・運営期間：平成 28 年 4 月から平成

53 年 3 月までの 25 年間 

（７）事業スケジュール（予定） 

⑤ 入札公告関連資料（案）の公表 平

成 22 年 9 月下旬 

⑥ 対面的対話の実施 平成 22 年 10 月

上旬 

⑦ 要求水準書の公表 平成 22 年 10 月
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変更後 変更前 

年 10 月 20 日 

⑧ 特定事業の選定の公表 平成 22 年 12

月下旬 

⑫ 運営事業者の設立 平成 23 年 7 月 

 

（８）見積提案書徴収スケジュール 

本事業に関し，以下のスケジュールで

見積提案書を徴収した。 

 

 

⑤  見積提案書に係るヒアリング開催

平成 22 年 10 月 4 日・5 日 

３．事業内容 

（３）運営業務 

［15 行目］ 

ただし，売電収入の一部は，運営事業

者に支払うことがある。 

 

［21 行目］ 

なお，運営事業者は，組合と締結する

運営委託契約に基づき，運営準備期間中

（事業契約締結日の翌日（平成 23 年 9

月予定）から平成 28 年 3 月 31 日まで）

に，建設請負事業者が実施する本施設の

試運転，予備性能試験及び引渡性能試験

において，これらの実施につき必要な協

力を行う。併せて，従業者に，建設請負

事業者が実施する教育訓練を受講させ，

円滑に運営業務を開始できるようにす

る。 

 

Ⅲ．民間事業者の募集及び選定に関する事項

１．募集及び選定スケジュール（予定） 

① 入札公告 平成 22 年 12 月下旬 

② 募集要項の公表 平成 22 年 12 月下

旬 

③  募集要項に対する質問の提出期限

平成 23 年 1 月 

下旬 

⑧ 特定事業の選定の公表 平成 22 年 11

月下旬 

⑫ 特別目的会社の設立 平成 23 年 7

月 

（８）見積提案書徴収スケジュール（予定）

本事業に関し，見積提案書を徴収する

こととする。主要なスケジュールは，以

下を予定している。なお，見積提案募集

要項等は別に公表する。 

⑤  見積提案書に係るヒアリング開催

平成 22 年 10 月上旬 

３．事業内容 

（３）運営業務 

［15 行目］ 

ただし，運営事業者からの提案によ

り，売電収入に係るインセンティブにつ

いて考慮することがある。 

［21 行目］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．民間事業者の募集及び選定に関する事項

１．募集及び選定スケジュール（予定） 

① 入札公告 平成 22 年 12 月下旬 

 

 

②  募集書類に対する質疑の受付期限

平成 23 年 1 月 
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変更後 変更前 

④ 募集要項に対する質問への回答 平

成 23 年 1 月 

⑤  資格審査申請書の提出期限 平成

23 年 1 月 

⑥ 資格審査結果の通知 平成 23 年 2

月 

⑦ 対面的対話の実施 平成 23 年 2 月 

・第 2 回質疑回答を兼ねる 

⑧ 技術提案書・価格提案書等の提出期

限 平成 23 年 3 月 

⑨ 形式審査の実施 平成 23 年 4 月 

⑩ 非価格要素審査及び価格審査 平成

23 年 5 月 

・技術提案に係るヒアリング 

⑪ 総合評価の実施 平成 23 年 5 月 

⑫ 落札者の決定 平成 23 年 5 月 

２．応募者の参加資格要件 

（１）応募企業の要件 

① 応募企業は，運営事業者に出資を行

うこととする。 

⑤ 同一応募企業が，複数の提案を行う

ことは禁止する。 

（２）応募グループの要件 

① 構成員は，運営事業者に出資を行う

こととする。 

⑧ 同一応募グループが，複数の提案を

行うことは禁止する。 

（３）応募者の参加資格要件 

① 共通の参加資格要件 

全ての応募企業，構成員及び協力企業

は，以下の要件を全て満たすこととす

る。 

③ 本施設の建築物の施工を行う企業 

（イ）建設業法の経営事項審査における

建設工事の種類「建築一式工事」に

おいて，総合評価値が 1,200 点以上

であること。 

 

③ 募集書類に対する質疑への回答 平

成 23 年 1 月 

④  資格審査申請書の受付期限 平成

23 年 1 月 

⑤ 資格審査結果の通知 平成 23 年 2

月 

⑥ 対面的対話の実施 平成 23 年 2 月 

・第 2 回質疑回答を兼ねる 

⑦ 技術提案書・価格提案書等の提出期

限 平成 23 年 3 月 

⑧ 形式審査の実施 平成 23 年 4 月 

⑨ 非価格要素及び価格審査 平成 23

年 5 月 

・技術提案に係るヒアリング 

⑩ 総合評価の実施 平成 23 年 5 月 

⑪ 落札者の選定 平成 23 年 5 月 

２．応募者の参加資格要件 

（１）応募企業の要件 

① 応募企業は，特別目的会社に出資を

行うこととする。 

⑤ 同一応募者が，複数の提案を行うこ

とは禁止する。 

（２）応募グループの要件 

① 構成員は，特別目的会社に出資を行

うこととする。 

⑧ 同一応募者が，複数の提案を行うこ

とは禁止する。 

（３）応募者の参加資格要件 

① 共通の参加資格要件 

応募企業，構成員及び協力企業は，全

て，以下の要件を全て満たすこととす

る。 

③ 本施設の建築物の施工を行う企業 

（イ）建設業法の経営事項審査における

建設工事の種類「建築一式工事」に

おいて，平成 22 年 5 月 1 日時点で

総合評価値が 1,200 点以上である

こと。 
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変更後 変更前 

④ 本施設のプラントの設計・施工を行

う企業 

（イ）建設業法の経営事項審査における

建設工事の種類「清掃施設工事」に

おいて，総合評価値が 1,000 点以上

であること。 

 

（オ）Ⅱ－１－（８）に定める「見積提

案書徴収スケジュール」に則り，見

積提案書を提出しヒアリングに参

加していること。 

３．落札者の審査及び選定 

（３）落札者選定方法 

［4 行目］ 

組合が落札者を決定することとする。

③ 第３段階：本審査 

（ウ）総合評価 

非価格要素審査及び価格審査を経

て，総合評価を行い，優秀提案者を選

定する。 

（４）落札者の決定 

組合は，総合評価で選定された優秀提

案者を，落札者として決定する。 

（５）審査結果の公表 

組合は，落札者の選定後，落札者及び

審査結果を取りまとめて公表する。 

５．落札者選定後の手続 

（２）運営事業者の設立 

落札者は，本事業の業務の一部である

本施設の運営業務を担当させるために，

平成 23 年 7 月までに運営事業者を設立

することとする。 

その際，応募企業又は構成員以外の者

からの運営事業者への出資は認めない。

 

 

Ⅳ．民間事業者の責任の明確化等事業の適正

かつ確実な実施の確保に関する事項 

④ 本施設のプラントの設計・施工を行

う企業 

（イ）建設業法の経営事項審査における

建設工事の種類「清掃施設工事」に

おいて，平成 22 年 5 月 1 日時点で

総合評価値が 1,000 点以上である

こと。 

（オ）Ⅱ－１－（８）に定める「見積提

案書徴収スケジュール（予定）」に

則り，見積提案書を提出しヒアリン

グに参加すること。 

３．落札者の審査及び選定 

（３）落札者選定方法 

［4 行目］ 

組合が落札者を選定することとする。

③ 第３段階：本審査 

（ウ）総合評価 

総合評価は，非価格要素審査点と価

格審査点を合わせて総合得点を算出

し，落札者を選定する。 

 

 

 

（４）審査結果の公表 

組合は，落札者の選定後，落札者及び

審査結果を取りまとめて公表する。 

５．落札者選定後の手続 

（２）特別目的会社の設立 

落札者は，本事業の業務の一部である

本施設の運営業務を担当させるために，

平成 23 年 7 月までに運営事業者（特別

目的会社）を設立することとする。 

その際，応募企業又は構成員以外の者

からの特別目的会社への出資は認めな

い。 

 

Ⅳ．民間事業者の責任の明確化等事業の適正

かつ確実な実施の確保に関する事項 



 

5

変更後 変更前 

２．想定されるリスク及び分担 

（２）想定されるリスクの分担 

［3 行目］ 

また，リスク分担をより適正なものと

するため，平成 22 年 5 月 18 日に公表し

たリスク管理方針書（案）に基づき，平

成 22 年 10 月 4 日（月）及び 5 日（火）

に組合と応募者の間で対面的対話を実

施した。 

対面的対話後のリスク分担の考え方

については，募集要項において示すこと

とする。 

 

Ⅸ．その他特定事業の実施に関し必要な事項

３．実施方針等に関する問い合わせ先 

（１）意見・質問の受付及び提出先並びに

期限 

平成 22 年 5 月 18 日に公表した実施方

針等（実施方針，要求水準書（案），リ

スク管理方針書（案））に関する意見・

質問を平成 22 年 5 月 31 日（月）17 時

00 分を提出期限として受け付けたとこ

ろ，実施方針 124 件，要求水準書（案）

308 件，リスク管理方針書（案）26 件の

意見・質問が提出された。 

 

 

 

 

 

 

（２）実施方針等に関する意見・質問への

回答 

実施方針等に関する意見・質問に対す

る回答は，平成 22 年 6 月 21 日（月）に

組合のホームページで公表した。 

 

 

２．想定されるリスク及び分担 

（２）想定されるリスクの分担 

［3 行目］ 

なお，その内容については，募集要項

において示すこととするが，参考資料に

示す内容は今後変更される可能性があ

る。 

また，「リスク管理方針書（案）」に基

づき，組合と応募者の間でリスクコミュ

ニケーションを図り，より適正なものと

していく。 

 

 

Ⅸ．その他特定事業の実施に関し必要な事項

３．実施方針等に関する問い合わせ先 

（１）意見・質問の受付及び提出先並びに

期限 

実施方針等（実施方針，要求水準書

（案），リスク管理方針書（案））に関す

る意見・質問がある場合は，「実施方針

等に関する意見・質問書」を電子メール

により下記期限内に提出することとし，

必ず電話にて着信を確認すること。 

なお，電子メール以外の意見・質問に

は応じない。 

（ア）意見・質問書 ： 添付ファイルか

らダウンロードすること 

（イ）提 出 方 法 ： 電子メール（ア

ドレスは下記のとおり） 

（ウ）提 出 期 限 ： 平成 22 年 5 月

31 日（月）17 時 00 分まで 

（２）実施方針等に関する意見・質問への

回答 

意見・質問に対する回答は，平成 22

年 6 月 21 日（月）までに組合のホーム

ページで公表する。なお，提出があった

意見・質問に関しては，本事業に直接関

係するものについてのみ回答を行うこ 
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変更後 変更前 

 

 

 

参考資料② 事業に係るリスク分担 

［「共通 制度関連（補助金等）」の項目］

リスク項目 概  要 

事業者の事由により予定し

ていた交付金額が交付され

ないリスク，又は交付金の

交 付 が 遅 延 し ， 事 業 の 解

除・遅延が発生するリスク 
交付金等 

その他の事由により予定し

ていた交付金額が交付され

ないリスク，又は交付金の

交 付 が 遅 延 し ， 事 業 の 解

除・遅延が発生するリスク 

［「維持管理・運営段階 技術革新」の項目］

分担 

組合 民間事業者 

○ ○ 

 
 
 

ととし，全ての意見・質問に回答すると

は限らない。 

 

参考資料② 事業に係るリスク分担 

［「共通 制度関連（補助金等）」の項目］

リスク項目 概  要 

事業者の事由により予定し

ていた補助金額が交付され

ないリスク，又は補助金の

交 付 が 遅 延 し ， 事 業 の 解

除・遅延が発生するリスク 
補助金等 

その他の事由により予定し

ていた補助金額が交付され

ないリスク，又は補助金の

交 付 が 遅 延 し ， 事 業 の 解

除・遅延が発生するリスク 

［「維持管理・運営段階 技術革新」の項目］

分担 

組合 民間事業者 

○  

 
 

 

 


